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一交通バリアフリー法制定後にみる一※
山　口　雅　功※※
1　は　じ　め　に
　いわゆる交通バリアフリー法，法律名としては「高齢老，身体障害者等の公共交通機関を利
用した移動の円滑化の促進に関する法律」が，2000（平成12）年5月10日成立，5月17日に交
付され，同年11月15コ口施行された（同法附則第1条ただし書に規定する規定の施行期日は
2002年5月15日）。そこで，この法律の概要や，各自治体における取組み状況について報告す
る。なお，バリアフリー関連の法律としては，ハートビル法（「高齢者，身体障害者等が円滑に
利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」）があるが，本論では取り上げない。
皿　交通バリアフリー法成立の背景
　周知のように日本では，他の諸国に例をみないほど急速に高齢化が進んでおり，2015年には
国民の4人に1人が65歳以上の高齢者となる本格的な高齢社会を迎えると言われている。すな
わち，1990年頃までの日本は，欧米の諸国すなわちスウェーデン・イギリス・イタリア・ドイ
ツ・フランス・オランダやアメリカに比べて高齢化率が少なかったものが，2000年頃を境にし
て表一1に示されるように逆転し，2050年には国民の3人に1人強が高齢者と推計されてい
る。これは，出生率の低下や寿命の伸びが原因とされる。とくに，前者では1人の女性が生涯
に出産する平均の子どもの数を表すとされる合計特殊出生率が，1965年の2．14から1985年には
1．76となり，2003年では1．29と急激に少なくなっている。また，後者をみると1951年には男子
60．8歳女子64．9歳であったものが，1971年には男子70．17歳女子75．58歳となり，1991年には男
子76．11歳女子82．11歳，2001年には男子78．07歳女子84．93歳と寿命が伸びている。
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表一1　高齢化率の国際比較
単位：％
1950 1970 1990 2000 2010 2030 2050
?
本 4．9 7．1 12．0 17．2 22．3 30．0 36．4
アメリカ合衆国 8．3 9．8 12．4 123 12．9 20．2 21．1
フ　　ラ　　ン ス 1L4 12．9 14．0 16．0 16．6 23．8 26．7
ド　　イ ツ 9．7 13．7 15．0 16．4 20．2 27．7 3LO
スウェーデン 10．3 13．7 17．8 17．4 19．8 27．0 30．4
オ　　ラ　　ン ダ 7．7 10．2 12．8 13．6 15．3 24．2 26．5
イ　ギ　　リ ス 10．7 12．9 15．7 15．8 17．0 24．3 27．3
イ　タ　リ ア 8．3 10．9 15．3 18．1 20．6 28．6 35．9
オーストラリア 8．1 8．3 11．2 12．3 13．5 20．1 22．4
国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口（平成14年1月推計）』による
　また，障害のある人々が障害を持たない人々と地域社会の中で共に暮らせる社会，すなわち
「ノーマライゼーション」の考えが広まり，障害者が地域社会に自由に出る環境が強まってい
る。この「ノーマライゼーション」の考えは，1971年の国際障害者年や，その後1973年遅始
まった「国連・障害者の十年差，1995年からの「障害者プラン～ノーマライゼーション7か年戦
略～」に反映されている。この結果，今まで地域社会に出ることが少なかった障害のある
人々，とくに身体障害者が地域社会に参加することが多くなった。日本における身体障害者の
数は，2001年度末の身体障害者手帳交付台帳登載数でみると総数が4，373，295人で，そのうち
18歳未満が109，220人（総数の2．5％），18歳以上が4，264，075人（97．5％）となり，障害の種類
別でみると，もっとも多いのが肢体不自由の方で2，480，584人（56．7％）となり，次いで内部障
害の方の1，008，028人（23．0％），聴覚・平衡機能障害を持つ方が437，468人（10．0％），視覚障
害を持つ方が393，870人（総数の9．0％），音声・言語・そしゃく機能障害を持つ方が53，345人
（L2％），となっている。年次別の変化でみると，内部障害の方の増加が顕著で，次いで肢体
不自由の方となっている。
　このようななか，高齢者や身体障害者，妊産婦やけが人等，だれもが公共交通機関を使用し
て移動をしゃすくするためのバリアフリー化が求められている。しかしながら，国土交通省に
よると，2000年3月現在で「我が国の交通機関の現状は，迫りつつある高齢社会に対応できる
よう十分にバリアフリー化が進んでいると言えるでしょうか。答は，残念ながら，まだまだ課
題が多いと言わざるを得ません。例えば，1日過平均利用者が5，000人以上かつ高低差が5m
以上ある駅のエレベーター設置率は38％，エスカレーター設置率は62％となっています」と
なっている（表一2参照）。また，乗合バスにみられるバス車両のバリアフリー化は，2000年3
月現在で，低床バスの導入率が3．6％，ノンステップバスの1．4％と，低い数値を示している
（表一3参照）。このような背景のもと，上記の交通バリアフリー法が制定された。
　なお2003年3月現在で，旅客施設や車両等のバリアフリー化の現状をみると，移動円滑化基
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表一2　旅客施設のバリアフリー設備の現状
単位：％
エレベーター設置施設率 エスカレーター設置施設率
鉄　軌　道　駅
@　　　　うち高低差5m以上のもの
29．5
R7．5
48．1
U1．7
バスターミナル
@　　　　うち2階建て以上のもの
10．7
P00．0
10．7
P00．0
旅客船ターミナル
@　　　　うち2階建て以上のもの
46．2
U6．7
53．8
V7．8
航空旅客ターミナル
@　　　　うち2階建て以上のもの
100．0
P00．0
100．0
P00．0
注1．：1日当たりの平均的な利用者の人数が5，000人以上であるもの。
　2：設置施設数は，1基以上設置されている場合にカウントしている。
　3：2000年3月現在。旅客船ターミナルについては2000年2月現在。
　　　　　　国土交通省（http：／／wwwmilt．go．lp／sogoseisaku／barrier／kaisetu／kaisetu．htmlNこよる
表一3　バス車両（乗合バス）のバリアフリー化の推移
単位　両
年度 1992 1993 1994 ！995 1996 1997 1998 1999
低　床　バ　ス 　62i0，！） 　71i0．2）
　150
i0．2）
　231
i0．4）
　461
i0．8）
　840
i1．4）
1β95
i2．3）
2，115
i3．6）
うち　　　　　　　o　　　“ノンステッフハス
一 一 一 ㎜
　　19
i0．04）
　！45
i0．2）
　433
i0．7）
　840
i1．4）
注1：低床バスについては，ワンステップレベルのスロープ付きバスとノンステップバスの合計。
　2：1999年度の整備率算出には1998年度の総車両数を使用。
　3：（）の数字は，全車両に占める割合。
　　　　　　国土交通省（http：／／www．milt．go．jp／sogoseisaku／barrier／kaisetu／kaisetu．html）による
三一4　旅客施設のバリアフリー化の現状
総　施　設　数
移動円滑化基準（段差の解消）に適合している旅客施設数
全体に対する割合
2001年度2002年度目lj年度 2001年度002年度前年度 001年度002年度末
鉄　　軌　　道　　駅
oスターミナル
ｷ客船ターミナル
q空旅客ターミナル
2，742
@44
@　8@21
2，739
@45
@　9@22
！00％
P02
P13
P05
902
R0
@3
@2
1，068
@32
@　5
@　4
118％
P07
P67
Q00
33％
U8
R8
P0
39％
V1
T6
P8
注1：1日あたりの平均利用者数が5，000人以上のもの。
　2：「段差の解消」については，交通バリアフリー法に基づく移動円滑化基準（施設の新設等の際の
　　　基準）第4条（移動経路の幅，傾斜路，エレベーター，エスカレーター等が対象）を既存の施設
　　　に当てはめた場合の適合をもって算定。
　3：航空旅客ターミナルについては，身体障害者が利用できるエレベーター・エスカレーター・ス
　　　ロープの設置はすでに2001年3月までに100％達成されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交通エコロジー・モビリティ財団（2002）による
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表一5　車両等のバリアフリー化の現状
車　両　等　の　総　数 　移動円滑化基準にK合している車両等の数 全体に対する割合
001年度2002年度前年度 001年度末002年度前年度 001年度002年度末
鉄　軌　道　車　両 50，96751，136100％ 7，565 9，922131％ 15％ 19％
ノく　　　　　ス
@低　床　バ　ス
@ノンステップバス
58，273
@＝
58，424
@＝
???
　一
T，105
Q，294
　一W，095
Rβ35
????
?? ??
旅　　　客　　　船 1，114 1，116100 2 24 1200 0．2 2
航　　　空　　　機 455 465 102 57 114 200 13 25
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交通エコロジー・モビリティ財団（2002）による
準（段差の解消）に適合している鉄軌道駅が39％，バスターミナルが71％となっており，車両
等のバリアフリー化の現状では，移動円滑化基準に適合している車両等の数で，鉄軌道車両が
19％，低床バスが14％，ノンステップバスが7％となっており，わずかずつながら改善されて
いる（表一4および表一5参照）。
皿　福祉のまちづくり
　近年，各種の視点からのまちづくりが進められている。これらには，福祉のまちづくりや人
にやさしいまちづくりの他に，市街地再開発，市街地整備，街並み環境整備，くらしのみちづ
くり，コミュニティ道路整備，シルバーピア，防災まちづくり，まちなみデザイン推進，．電線
共同溝整備，建築協定といった各種のまちづくりがあげられる。そのまちづくりの中で，地域
住民にもっとも支持されるのは，誰にも住みやすいまちづくり，ではないかと考える。これか
ら迎える少子高齢社会時代のまちづくりは，高齢者や障害者の自立と参加が必要で，ノーマラ
イゼーションのまちづくり，すなわち，どのような福祉のまちづくりをするかが課題となろ
う。地域社会は，多様な人々が平等に主体性を権利として認められる社会となることが要求さ
れる社会であろう。「福祉のまちづくり」は「あたりまえのまちづくり」なのである1）。これら
まちづくりの一つが，交通バリアフリー法であろう。
IV　交通バリアフリー法
1　交通バリアフリー法の概要
　この法律の概要等については，国土交通省ホームページ2）に従って以下に述べる。
　法律の趣旨は，高齢老の方，身体障害者の方，そのほか妊産婦の方などの公共交通機関を利
用した移動の利便性及び安全性の向上を促進するため，1．鉄道駅等の旅客施設（駅，バス
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ターミナル，旅客船ターミナル，航空旅客ターミナル），及び車両（鉄道車両，バス，旅客船，
航空機など）について，公共交通事業者によるバリアフリー化を推進する。H．鉄道黒垂の旅
客施設を中心とした一定の地区において，市町村が作成する基本構想に基づき，旅客施設，周
辺の道路，駅前広場等のバリアフリー化を重点的・一体的に推進する，ことになっている。
　法律の概要すなわち基本的な仕組みは，第1に，基本方針として，国は，公共交通機関を利
用する高齢者，身体障害者等の移動の利便性安全性の向上を総合的かつ計画的に推進するた
め，基本方針を策定する。その基本方針の内容としては，①移動円滑化の意義及び目標，②移
動円滑化のために公共交通事業者が講ずべき措置に関する基本的事項，③市町村が作成する基
本構想の指針等，としている。第2に，公共交通事業者等が講ずべき措置としては，公共交通
事業者に対し，鉄道駅等の旅客施設の新設・大改良，車両の新規導入の際，この法律に基づい
て定められるバリアフリー基準への適合を義務付ける。既存の旅客施設・車両については努力
義務とする。この基準例として，エレベーター，エスカレーター等の設置，誘導警告ブロック
の敷設，等をあげている。第3に，重点整備地区におけるバリアフリー化の重点的・一体的な
推進としては，1．市町村が，基本方針に基づき，一定規模の旅客施設を中心とした地区にお
いて旅客施設，道路等のバリアフリー化を重点的・一体的に推進するため，基本構想を作成す
る。ここでの一定規模の旅客施設の例として，鉄道駅については，1日の利用者数が5，000人以
上であること，または相当数の高齢者，身体障害者等の利用が見込まれること等である。ま
た，基本構想の内容は，①目標時期，②重点的に整備すべき地区（鉄道駅および周辺の福祉施
設，病院，官公等等を含む地域，③整備を行う経路，整備の概要等である。H1D公共交通事業
者，道路管理者及び都道府県公安委員会が，基本構想に従ってそれぞれ具体的な事業計画を作
成し，バリアフリー化のための事業を実施する。その事業例としては，①エレベーター，エス
カレーター等の設置，使いやすい券売機の設置，低床バスの導入，②歩道の段差解消，③視覚
障害者用信号機の設置，等である。皿．地方公共団体等は，駅前広場，通路，駐車場等につい
て，基本構想に従ってバリアフリー化を実施する。④その他として，国，地方公共団体の支援
措置，駅施設などのバリアフリー化の状況についての必要な情報を提供するなど。以上が交通
バリアフリー法の概要等である。
2　交通バリアフリー法に基づく基本方針
　ここで，上記に述べた基本方針について，交通エコロジー・モビリティ財団3）によると，ま
ず第一に，移動円滑化（バリアフリー化）の意義および目標に関する事項で，このうち，（1）バ
リアフリー化の意義については，①高齢老，身体障害者等が自立した日常生活，社会生活を営
むことができる社会を実現すること，②すべての利用者に利用しやすい施設・設備の整備の推
進，③移動円滑化を進めるためにあたっては，高齢者，身体障害者等の意見の反映が重要とし
ている。（2）バリアフリー化の目標では，旅客施設，車両等，一般交通用施設，信号機等につい
て定めている。すなわち，①旅客施設は，2010年までに，1日あたりの平均的な利用者の数が
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5，000人以上の原則としてすべての旅客施設（鉄軌道駅，バスターミナル，旅客船ターミナルお
よび航空旅客ターミナル）について，段差の解消，視覚障害者誘導用ブロックの整備，身体障
害者用トイレの設置，等のバリアフリー化を実施する。②車両等については，2010年までに次
のバリアフリー化を達成することになっている。すなわち，総数約51，000両の鉄軌道車両のう
ち約15，000両（約30％），約60，000台の乗合バス車両は原則として10～15年で低床化された車
両に代替し，このうちノンステヅプバスが約12，000～15，000台（20～25％），約！，100隻の旅客
船のうち約550隻（約50％），約420機の航空機のうち約180機（約40％）について・ミリアフリー
化をすることになっている。③一般交通用施設では，重点整備地区の主要な特定経路を構成す
る道路，駅前広場，通路等について，原則として2010年までにバリアフリー化を実施すること
になっている。信号機等についても，2010年までに，音響信号機，高齢者等感応信号機等の信
号機の設置，歩行者用道路であることを表示する道路標識の設置，横断歩道であることを表示
する道路表示の設置等のバリアフリー化を，原則としてすべての特定経路を構成する道路にお
いて実施することになっている。
　第二に，交通事業者等が講ずべき措置としては，ハード面とソフト面とがある。すなわち，
（！）ハード面では，①旅客施設のバリアフリー化（出入口からすべての乗降場まで移動円滑化さ
れた経路を確保）と，②車両等のバリアフリー化（高齢者，身体障害者等の乗降，車内移動が
容易な設備）とであり，（2）ソフト面では，①案内情報の適切な提供（視覚情報，聴覚情報によ
り情報を分かりやすく適切に提供）と，②職員に対する教育訓練（研修，マニュアルの整備に
等による職員教育の一層の充実）とである。第三に，基本構想の指針としては，①重点整備地
区におけるバリアフリー化事業の重点的・一体的な推進の重要性および地区の設定用件，②市
町村が主体の基本構想作成に関係者が積極的に協力することによる事業の効果的推進，③高齢
者，身体障害者等の参画による意見の反映，④目標の明確化，事業の連携と集中実施，既存計
画等との調和の必要性，⑤基本構想に記載する特定事業に関する事項，の4点である。最後の
第四として，バリアフリー化のために国および地方公共団体が講ずべき措置，国民の協力，と
して，（1）国および地方公共団体が講ずべき措置として，①設備投資等に対する支援，調査およ
び研究開発の促進，②移動円滑化の状況に関する情報を利用しやすい形で提供，③心のバリア
フリーの重要性から，国民の理解を深めるための啓発，教育活動の3点をあげ，（2）国民の協力
として，高齢者，身体障害者等に対する理解を深めるとともに，手助け等積極的な協力，をあ
げている。
　また，バリアフリー化に関する基準は4），公共交通機関，道路，信号機等，について詳細に決
められている。とくに，公共交通機関に関する基準は，公共交通事業者が駅などの旅客施設を
新設・大改良する際や，車両を新たに導入する際に適合を義務付けており，また，既設の旅客
施設や車両等についても移動円滑化への適合について努力義務が課せられている。道路に関す
る基準は，市町村が作成する基本構想に即して，道路管理者が歩道，道路用エレベーター等の
設置，歩道の段差・傾斜・勾配の改善等の移動円滑化のために必要な事業を実施する際に適合
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を義務付けている。また，信号機等に関しても，都道府県公安委員会が市町村の基本構想に即
して交通安全特定事業を実施する際に適合を義務付けられ，移動円滑化のために必要な信号
機，道路標識等の基準が決められている。
V　基本構想の策定状況
　交通バリアフリー法が施行されて3年半が過ぎた今日，全国の自治体から総計146の基本構
想が策定され，国土交通省に提出された。なかには，大阪府堺市のように3回目わたって基本
構想を策定した都市もある。これら基本構想の策定状況は，三一6に示すとおりである5）。こ
こでは，都道府県別，市町村別にまとめて表示し，それぞれの市町村の人口総数と65歳以上人
口とを示し，人口総数に占める65歳以上人口の割合を高齢化率として表した。都道府県では，
秋田県・群馬県・奈良県・和歌山県・徳島県・佐賀県・熊本県・沖縄県の8県が未作成の県と
なっているが，それとそれの県では作成の過程にあり，遅かれ早かれ基本構想が策定されるで
あろう。交通バリアフリー基本構想を策定すると，基本構想に沿って特定事業計画を作成し，
事業を実施することになっている。交通バリアフリー法の目標年次が2010年であることから，
基本構想の策定が急がれる自治体も出ることであろう。
　　　　　　　表一6　交通バリアフリー基本構想策定状況（2004年5月31日現在）
都道府県名 都　　　市　　　名
人　　口（入）基本構想
?@出　日 総　　　数 65歳以上
高齢化率
@（％）
北　　海　　道
札幌市
ｺ蘭市＊
k見市＊
迯ﾎ市
x良野市＊
b庭市
苺ﾊ郡遠軽町＊
03．4．16
O1．7．4
O3．7．7
O2．3．20
O4．5．21
O2，4．25
O3．2．24
1，822，368
@103，278
@112，040
@88，897
@26，112
@65，239
@18，503
　262，751
v　22，088
@18，641
@10，437
@5，565
@9，313
@4，079
14．4
Q1．4
P6．6
I1．7
Q1．3
P4．2
Q2．0
青　　森　　県 青森市 03。9．24 297，859 50，503 ！7．0
岩　　手　　県 盛岡市鼕ﾖ市
03．6．19
O6．4．19
288，843
U3，510
45，189
P3，339
15．6
Q1．0
宮　　城　　県
　　　　（一次）仙台市　　　　（二次） 03．3．24
O6．3．31
1，008，！30 133，020 13．2
山　　形　　県 南陽市半 03．6．18 36，191 6，133 16．9
福　　島　　県 会津若松市｢わき市
03．7．8
O3．10．16
118，118
R60，138
23，165
V0，745
！9．6
P9．6
茨　　城　　県 日立市謗闔s
03．10．1
O3．7．2
193，353
W2，527
31，874
P0，728
16．5
P3．0
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基本構想 人　　口 （人） 高齢化率都道府県名 都　　　市　　　名 提　出　日 総　　　数 65歳以上 （％）
栃　　木　　県 宇都宮市 03．11．21 443，808 64，527 14．5下都賀郡国分寺町 06．4．15 16，714 2，632 15．7
熊谷市 02．4．25 ！56，216 23，297 14．9
所沢市 06．4．21 330，！00 40，929 12．4
埼　　玉　　県 東松山市 03．6．9 92，929 12，058 13．0深谷市 03．4．4 103，534 15，518 15．0
鳩ケ谷市 06．4．15 54，518 8，586 15．7
大里郡寄居町 06．4．20 37，724 6，520 17．3
千葉市 01．12．4 887，164111，959 12．6
市川市 03．10．27 448，642 51，525 11．5
船橋市 02．3．29 550，074 69，290 12．6
千　　葉　　県 柏市 02．10．1 327，851 40，686 12．4
八千代市 03．5．9 168，848 2！，274 12．6
浦安市 06．4．1 132，984 10，161 7．6
袖ケ浦市 02．10．21 58，593 7，897 13．5
千代田区 03．3．12 36，035 7，522 20．9
目黒区 06．4．23 250，140 41，718 16．7
杉並区 04．1．31 522，103 87，295 16．7
北区 02．12．24 326，764 62，885 19．2
東　　京　　都 荒川区 02．3．25 180，468 34，045 18．9八王子市 03．4．8 536，046 74，468 13．9
武蔵野市 03．4．2 135，746 21，762 16．0
三鷹市 03．12．1 171，612 28，174 16．4
府中市 06．3．24 226，769 31，325 13．8
羽村市 02．12．12 56，013 6，554 11．7
鎌倉市 03．10．7 ！67，583 35，573 21．2
藤沢市 02．9．30 379，185 51，631 13．6
小田原市 03．9．3 200，173 33，519 16．7
神　奈　川　県 相模原市 02．5．9 605，561 67，174 11．1
秦野市 02．6．！9 168，142 20，909 12．4
厚木市 03。9．26 217，369 22，674 10．4
津久井郡藤野町 03。8．12 11，312 2，257 20．0
新潟市 03．6．2 50！，431 85，016 17．0
長岡市 03．2．10 193，414 35，275 18．2
柏崎市＊ 04．3．8 88，418 19，465 22．0
新　　潟　　県 新発田市?寳?s＊
03．1．7
O3．9．17
80，734
R2，003
16，790
W，487
20．8
Q6．5
上越市 06，427 134，751 26，186 19．4
中蒲原郡亀田町 02。3．8 32，061 5，731 17．9
南魚沼郡湯沢町 06．4．28 9，130 1，981 21．7
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人　　口（人）
都道府県名 都　　　市　　　名 基本構想?@出　日 総　　　数 65歳以上
高齢化率
@　（％）
富　　山　　県 魚津市ﾋ水郡小杉町
02．10．17
O2．4．4
47，136
R2，356
10，145
S，845
21．5
P5．0
石　　川　　県 金沢市 02．4．10 456，438 73，029 16．0
福　　井　　県 福井市 03．12．1 252，274 46，926 18．6
山　　梨　　県 東八千代郡石和町 02．1．24 26，989 4，146 15．4
長　　野　　県 諏訪市鱒K市
02．8．30
O3．12．9
53，858
U4，128
！0，066
P1，608
18．7
P8．1
岐　　阜　　県
岐阜市
y岐市
e務原市
ﾂ児市
{巣郡穂積町（現，瑞穂市）
03．5．15
O6．5．17
O2．9．17
O2．9．27
O3．4．3
402，751
U3，283
P31，991
X1，652
R5，076
70，802
P2，690
P8，837
P1，825
R，917
17．6
Q0．1
P4．3
P2．9
P1．2
静　　岡　　県 静岡市ﾄ津市
02，10．15
O3．1．10
469，695
P18，248
81，561
Q0，115
17．4
P7．0
愛　　知　　県
　　　　（一次）名古屋市　　　　（二次）
ｪ崎市
t日井市
03．2．14
O3．12．18
O3。5．1
O3．1．7
2，171，557
@336，583
@287，623
338，795
S4，615
R6，525
15．6
P3．3
P2．7
三　　重　　県 津市ｼ阪市
03．3．20
O6．3．11
163，246
P23，727
28，489
Q3，853
17．5
P9．3
滋　　賀　　県
大津市
F根市
ﾟ江八幡市
邇R市
笂c郡米原町
s㈹S今津町
03．5．14
O3．6．11
O6。4．19
O2．5．29
O3。7．18
O3．5．8
288，240
P07，860
U8，366
U5，542
P2，479
P3，921
42，919
P7，317
P1，002
W，390
Q，756
Q，935
14．9
P6．1
P6．1
P2．8
Q2．1
Q1．1
京　　都　　府
京都市
汳m山市
ｷ岡京市
滑y郡木津町
03．10．10
O3．8．11
O2．8．1
O6．2．12
1，467，785
@68，098
@77，846
@33，683
252，963
P3，526
P0，705
@3，881
17．2
P9．9
P3．8
P1．5
　　　（一次）大阪市　　　（二次）
@　（一次）
芬s（二次）
@　（三次）
03．5．16
O6．5．21
O2．3．20
O3．3．26
O6．3．23
2，598，774
@792，018
444，740
P17，354
17．1
P4．8
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基本構想 人 口（人） 高齢化率都道府県名 都　　　市　　　名
提　出　日 総　　　数 65歳以上 （％）
　　　（一次）豊中市　　　（二次） 02．7．1
O3．12．3 391，726 56，598
14．4
吹田市 03．4．4 347，929 44，885 12．9
高槻市 03．7．9 357，438 51，546 14．4
貝塚市 06．5．12 88，523 13，755 15．5
　　　（一次）守口市　　　（二次） 02．1．31
O6．3．10
152，298 23，324 ！5．3
茨木市 03．2．6 260，648 32，397 12．4
大　　阪　　府 　　　（一次）八尾市　　　（二次） 02．3．14
O3．4．1 274，777 40，782
14．8
寝屋川市 03．5．7 250，806 31，686 12．6
河内長野市 02．6．3 121，008 18，255 15．1
松原市 06．4．14 132，562 19，212 14．5
大東市 06．5．27 128，917 15，904 12．3
　　　（一次）柏原市　　　（二次） 03．1．16
O3．4．11
79，227 10，601 13．4
藤井寺市 03．2．24 66，806 10，328 15．5
東大阪市 02，10．18 515，094 74，995 14．6
泉南市 03．5．16 64，152 9，268 14．4
四条畷市 06．4．6 55，136 6，694 12．1
交野市 02．3．12 76，919 9，124 11．9
大阪狭山市 03．2．3 56，996 7，639 13．4
阪南市 02．11．！！ 58，！93 7，939 13．6
神戸市 02．12．111，493，398252，427 16．9
姫路市 03．4．17 478，309 75，082 15．7
兵　　庫　　県 明石市ｼ宮市
02．4．8
O3．9．18
293，117
S38，105
43，068
U3，782
14．7
P4．6
加古川市 03．11．5 266，170 36，266 13．6
宝塚市 02．！1．14 213，037 32，553 15．3
鳥　　取　　県 鳥取市 02．2．13 150，439 26，121 17．4
島　　根　　県 松江市??S多伎町＊
06．3．11
O3．5．8
152，616
@4，215
27，516
P，240
18．0
Q9．4
岡　　山　　県 笠岡市 03．10．30 59β00 15，284 25．8
広島市 02．6．3 ！，126，239 160，181 14．2
広　　島　　県 呉市 01．8．31 203，159 43，555 21．4三原市 03。7．7 82，081 18，277 22．3
東広島市 03．7．1 123，423 15，263 12．4
山　　口　　県 豊浦郡菊川町＊ 03．4．24 8，203 1，907 23．2
香　　川　　県 高松市 03．5．15 332，865 58，609 17．6
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人　　口（人）
都道府県名 都　　　市　　　名 基本構想?@出　日 総　　　数 65歳以上
高齢化率
@（％）
丸亀市 02．4．9 80，105 15，144 18．9
愛　　媛　　県 松山市｡治市
03．6．10
O6．4．8
473，379
P17，930
75，221
Q3，740
15．9
Q0．1
高　　知　　県 高知市 03．5．30 330，654 60，130 18．2
福　　岡　　県
北九州市
汢ｪ市
蝟ｴ田市
蝟?骼s
ﾃ賀市
@像郡福間町
02．6．27
O2．4．5
O2．3．28
O3．5．2
O2．10．3
O1．4．12
1，011，471
Pβ41，470
@138，629
@89，414
@55，476
@4L480
194，250
P77，771
R4，922
P0，856
@7，563
@7，064
19．2
P3．3
Q5．2
P2．1
P3．6
P7．0
長　　崎　　県 長崎市ｲ世保市
02。8．22
O2．7．22
423，167
Q40，838
80，480
S9，123
19．0
Q0．4
大　　分　　県 大分市 06．4．2 436，470 63，165 ！4．5
宮　　崎　　県 宮崎市 06．2．5 305，755 48，849 16．0
鹿　児　島　県 鹿児島市 03，328 552，098 88，475 16．0
注1）基本構想の策定状況は，国土交通省（http：／／wwwmilt．go．jp／kisha／kishaO4／Ol／OlO624／03．pdf）
　　による。
　2）　人口・高齢化率は，2000年10月1日現在の国勢調査による。
　3）　都市名の＊は，1日あたり5，000人以上の旅客施設がない都市。
　これら交通バリアフリー基本構想を策定した市町村の中には，特徴ある2グループの自治体
が見られる。1つのグループは，複数回の基本構想を策定した市町村で，前述の堺市の他に，
宮城県仙台市，愛知県名古屋市，大阪府大阪市・豊中市・守口市・八尾市・柏原市があげられ
る。これら複数回の基本構想を策定した市町村では，いずれも構想策定の対象地域が同一でな
く，地域内の対象となる特定旅客施設が多いために一度の基本構想の策定では，作業量が多く
なってしまうため，複数回に分けて策定しているものである。もう1つのグルーフ．は，1日あ
たり5，000人以上の利用がある旅客施設がない都市で，北海道の室蘭市・北見市・富良野市・
遠軽町，山形県南陽市，新潟県柏崎市・糸魚川市，島根県多伎町，山口県菊川町である。これ
らの市町村は，北見市と南陽市を除いて，高齢者が多いことによる基本構想の策定であろう。
高齢化率が高い市町村は，これらの市町村のほかにも多く見られる。山口県菊川町は，筆者の
菊川町役場での資料収集と聞き取り，市街地の観察によると，鉄道駅はなく，民営の路線バス
が下関と結んでいるのみで，特定旅客施設となるバスの停留所やターミナルが存在しないと見
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られたが，町内を循環する福祉バスのターミナルが町内中央に存在していた。福祉バスはこの
ターミナルから数路線が出ており，高齢者を主として利用されているとのことであった。運転
手も比較的高齢の方々であった。ただし，1日当たりの利用者数は，約50人とのことであっ
た。
VI熊谷市交通バリアフリー基本構想
　交通バリアフリー法が交付・施行され，熊谷市では交通バリアフリー法の基本構想策定が市
の総合振興計画（後期基本計画）で計画され，2004年には国民体育大会および全国障害者ス
ポーツ大会が開かれるなかで，移動の円滑化を図ることがまちづくりの重要な課題であった。
そこで，熊谷駅および籠原駅を中心とした地区（重点整備地区）における，当該旅客施設およ
び車両等，駅前広場，周辺道路，信号機などのバリアフリー化を重点的かつ一体的に推進する
ため基本構想を策定した6）。筆者もその策定に関わったので，その内容を紹介する。
　構想策定の対象地区は，熊谷駅（1日当たりの利用者数：62，182人）および籠原駅（同
27，058人）を中心とした半径500mから1km以内の範囲を対象とした。構想の目標年次は中期
計画と短期計画から成り，中期計画の目標年次は2010（平成22）年とし，短期計画の目標を国
民体育大会と障害者スポーツ大会が開かれる2004年とした。構想策定にあたっては，基本構想
策定協議会（筆者が関係，3回開催）および基本構想策定作業部会（筆老も一部関係，14回開
催）が設置され，基本構想策定作業部会の下部機関として，公共交通特定事業作業部会，道路
特定事業作業部会（熊谷），道路特定事業作業部会（国原），交通安全特定事業作業部会，その
他の事業作業部会が設置された。
　その結果，公共交通特定事業として，JR熊谷駅・宮原駅，秩父鉄道熊谷駅，路線バスが事
業対象にあげられ，道路特定事業として，国道17号および主要地方道2本，一般県道2本，都
市計画道路7本，市道4本が特定経路に指定された。また，交通安全特定事業としては，道路
特定事業の進捗に合わせて整備することが決定された。詳細な整備課題，整備方針，整備概要
および目標年次も決定されたが，ここでは省略する。
　熊谷市交通バリアフリー基本構想の特徴には3つの特徴があると考えられる。まず，第一の
特徴は，策定の過程でバリアフリー点検を実施するとともに，高齢者や障害者の意向を反映さ
せ，短期，中期計画に設定したこと，第二の特徴は，構想の策定作業の中で，全国へ情報発進
できるシンボルマークを決定したこと，第三は，シンボルマークの選定と併せて，心のバリア
フリーを啓発するパンフレットを作成し，小中学校で利用していること，があげられる。
　また，特許申請中の「熊谷UDプロヅク」の考案も特色にあげられる。このブロックは，「重
点整備地区における移動円滑化のために必要な道路の構造に関する基準」第9条で，段差は
2c皿を標準とするとされている歩道と横断歩道との縁端が，視覚障害者は段差を求め，車いす
利用者は平坦を求めている両老の要望がかなえられるものとなっている。
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W　おわりに
　交通バリアフリー法が施行され，多くの市町村において基本構想が策定されてきた。基本構
想の策定，特定事業の実施により，高齢者や身体障害者の移動が楽になるバリアフリー化が各
地に広まることが期待されている。各地の鉄道駅ではエレベーターやエスカレーターの工事・
運転がなされており，ノンステップバスの導入など，目に見えて車両の変化も生じている。こ
の動きは，東京や関西のみでなく，熊谷市や東北地方や九州地方でも見受けられる現象であ
り，福祉の理念に沿うものであると言えよう。一部の交通事業者では，駅の設備を案内する冊
子を作成している。たとえば，筆者が所有しているものでは，JR東日本や東京メトロ，東京
急行の冊子である。また，ホームページに駅の設備を案内している交通事業者も見受けられる
ようになった。今後，バリアフリー化の動きが，地区から地域へと広がることを希望してい
る。
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